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●
平
成
30
年
度
保
険
料
の
決
定

　

平
成
29
年
中
の
所
得
に
基
づ
き
、８
月
に

平
成
30
年
度
の
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
が

決
定
さ
れ
ま
す
。

　

年
間
保
険
料
は
、

下
に
あ
ら
わ
す
計

算
式
の
と
お
り
算

出
さ
れ
ま
す
。

●
保
険
料
軽
減
率
の
一
部
変
更

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
す
る
前
日

ま
で｢

会
社
の
健
康
保
険
組
合
な
ど
の
被
扶

養
者
」
で
あ
っ
た
人
は
、
平
成
29
年
度
ま
で

の
均
等
割
が
７
割
軽
減
さ
れ
て
い
ま
し
た

が
、
平
成
30
年
度
は
５
割
軽
減
に
変
更
さ
れ

ま
す
。

療
に
加
入
し
て
い
な
い
70
〜
74
歳
の
人
と

の
収
入
合
計
額
が
５
２
０
万
円
未
満

　

 

限
度
額
適
用
・

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

　

認
定
証
も
８
月
１
日
か
ら
変
わ
り
ま
す
。

住
民
税
非
課
税
世
帯
の
被
保
険
者
は
、
申
請

す
る
と
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認

定
証
が
交
付
さ
れ
ま
す
。

◆
認
定
証
を
持
っ
て
い
る
場
合

　

新
し
い
認
定
証
は
、
７
月
中
に
郵
送
し
ま

す
（
被
保
険
者
証
と
は
別
送
）。
た
だ
し
、

非
課
税
世
帯
で
な
く
な
っ
た
人
は
交
付
対
象

で
な
い
た
め
継
続
交
付
さ
れ
ま
せ
ん
。

◆
認
定
証
を
持
っ
て
い
な
い
場
合

　

交
付
対
象
者
に
は
、
７
月
中
に
申
請
書
を

郵
送
し
ま
す
。
国
保
年
金
課（
伊
豆
長
岡
庁

舎
）で
手
続
き
し
て
く
だ
さ
い
。

割合 対象者

3割
現役並み
所得者

①  70 ～ 74 歳の国保被保険者の住民税課税標準額（※1）が 145 万
円以上の人が世帯に 1人でもいる場合
② 世帯内に、生年月日が昭和 20 年 1 月 2 日以降の 70 ～ 74 歳の
国保被保険者がいる人は、①に加え、同じ世帯の 70 ～ 74 歳の
国保被保険者の平成 30 年度の旧ただし書き所得（※2）の合計が
210 万円超の世帯の場合

● 一定収入（※3）未満の人は、申請すると自己負担割合が 2割（1割）
になります（対象者には申請書を送付）。

2 割

一般 現役並み所得者、低所得者Ⅰ・Ⅱに該当しない人

低所得者
Ⅱ

同一世帯の世帯主と国保被保険者全員が住
民税非課税の人（低所得者Ⅰ以外の人）

「限度額適用・標準
負担額減額認定証」
の交付対象です（交
付対象者には申請書
を送付）。

低所得者
Ⅰ

同一世帯の世帯主と国保被保険者全員が住
民税非課税で、各所得がいずれも 0円の人
（年金の所得は控除額を80万円として計算）

1 割 自己負担割合が 2割の人のうち、昭和 19 年 4月 1日以前生まれの人
※ 1　 総所得金額等から住民税基礎控除（33 万円）、社会保険料控除、扶養控除など

の各種所得控除を差し引いた額
※ 2　総所得金額等から住民税基礎控除（33万円）を差し引いた額
※ 3　住民税課税標準額の算定の際、必要経費、控除などを差し引く前の収入額

●自己負担割合
自己負担割合は平成 29年中の所得などにより決まります。

　　　平成 30年８月１日

　　　平成 20年 4月 1日

　　　　　１割

　　　平成 30年８月１日
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70 ～ 74 歳の

国保加入者へ
●
変
更
の
概
要

　

国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
70
〜
74

歳
の
人
に
、
高
齢
受
給
者
証
を
交
付
し
て
い

ま
す
。
高
齢
受
給
者
証
の
更
新
は
毎
年
８
月

１
日
で
す
。
８
月
１
日
か
ら
有
効
の
高
齢
受

給
者
証
は
、
７
月
下
旬
に
郵
送
し
ま
す
。
８

月
以
降
に
70
歳
に
な
る
人
に
は
、
誕
生
月
の

下
旬
に
高
齢
受
給
者
証
を
郵
送
し
ま
す
。

　

医
療
を
受
け
る
と
き
の
自
己
負
担
割
合
を

示
す
証
明
書
に
な
り
ま
す
の
で
、
病
院
な
ど

の
窓
口
で
は
国
民
健
康
保
険
証
と
一
緒
に
必

ず
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

　

８
月
以
降
、
古
い
ク
リ
ー
ム
色
の
高
齢

受
給
者
証
は
使
用
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

細
か
く
裁
断
す
る
な
ど
し
て
処
分
し
て
く
だ

さ
い
。

　

な
お
、
今
年
度
か
ら
都
道
府
県
も
国
民
健

康
保
険
の
保
険
者
と
な
る
こ
と
に
伴
い
、
高

齢
受
給
者
証
の
記
載
事
項
に
「
県
名
」
が
追

加
さ
れ
ま
す
。

● 

有
効
期
限

　

有
効
期
限
は
平
成
31
年
７
月
31
日
で
す
。

た
だ
し
、
平
成
31
年
７
月
31
日
以
前
に
75
歳

に
な
る
場
合
、
有
効
期
限
は
75
歳
の
誕
生
日

の
前
日
に
な
り
ま
す
。

　

75
歳
に
な
る
と
後
期
高
齢
者
医
療
で
医
療

を
受
け
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。
切
り
替
え
時

に
は
、
市
役
所
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
被
保

険
者
証
を
送
付
し
ま
す
。

８
月
１
日（
水
）か
ら

問 

国
保
年
金
課

☎ 

０
５
５（
９
４
８
）２
９
０
５

高
齢
受
給
者
証
が

藤
色
に
変
わ
り
ま
す

クリーム色から

藤色に！

後期高齢者医療

加入者へ

問 
国
保
年
金
課

☎ 
０
５
５（
９
４
８
）２
９
０
５

８
月
１
日（
水
）か
ら

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証
が

緑
色
に
変
わ
り
ま
す

●
変
更
の
概
要

　

新
し
い
被
保
険
者
証
は
７
月
中
旬
に
郵
送

し
ま
す
。
被
保
険
者
証
が
届
い
た
ら
、住
所
、

氏
名
、
生
年
月
日
、
一
部
負
担
金
の
割
合
な

ど
を
確
認
し
、
な
く
さ
な
い
よ
う
に
保
管
し

ま
し
ょ
う
。
ま
た
、
有
効
期
限
の
過
ぎ
た
古

い
藤
色
の
被
保
険
者
証
は
、
細
か
く
裁
断
す

る
な
ど
し
て
処
分
し
て
く
だ
さ
い
。
８
月
以

降
に
75
歳
に
な
る
人
に
は
、
誕
生
月
の
前
月

下
旬
に
被
保
険
者
証
を
郵
送
し
ま
す
。

● 

一
部
負
担
金
の
割
合

　

一
部
負
担
金
の
割
合
は
１
割
ま
た
は
３
割

で
、
平
成
29
年
中
の
所
得
・
収
入
に
よ
っ

て
決
ま
り
ま
す
。
３
割
負
担
に
な
る
人

は
、
平
成
30
年
度
の
住
民
税
課
税
標
準
額
が

１
４
５
万
円
以
上
の
被
保
険
者
と
、
そ
の
人

と
同
じ
世
帯
に
い
る
被
保
険
者
で
す
。

◆ 

次
の
条
件
に
当
て
は
ま
る
人
は
、
確
定
申

告
書
の
写
し
な
ど
を
添
え
て
申
請
す
る
と

「
１
割
」
に
な
り
ま
す

○ 

世
帯
に
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
が
１

人
で
、そ
の
人
の
収
入
が
３
８
３
万
円
未
満

○ 

世
帯
に
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
が
２

人
以
上
で
、そ
の
人
た
ち
の
収
入
合
計
額

が
５
２
０
万
円
未
満

○ 

世
帯
に
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
が
１

人
で
、
同
じ
世
帯
に
い
る
後
期
高
齢
者
医

藤色から

緑色に！

【所得割額】①
（被保険者の総所得金額等

－ 33 万円）× 7.85％
【均等割額】②　40,400 円
年間保険料
①＋②（賦課限度額 62 万円）

平成 31年 7月 31日
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　２割（特例措置により１割）
　平成 30年８月１日
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